
【1959 年 3月 19 日 衆議院内閣委員会 伊能繁次郎防衛庁長官答弁】 

「・・・誘導弾等による攻撃を受けて、これを防御する手段がほかに全然ないというような

場合、敵基地をたたくことも自衛権の範囲に入るということは、独立国として自衛権を持つ以

上、座して自滅を待つべしというのが憲法の趣旨ではあるまい。そういうような場合にはその

ような攻撃を防ぐのに万やむを得ない必要最小限度の措置をとること、たとえば誘導弾等に

よる攻撃を防御するのに他に全然方法がないと認められる限り、誘導弾などの基地をたたく

ということは、法理的には自衛の範囲に含まれており、また可能であると私どもは考えており

ます。しかしこのような事態は今日においては現実の問題として起りがたいのでありまして、

こういう仮定の事態を想定して、その危険があるからといって平生から他国を攻撃するような、

攻撃的な脅威を与えるような兵器を持っているということは、憲法の趣旨とするところではな

い。かようにこの二つの観念は別個の問題で、決して矛盾するものではない・・・」 

 

 

【1988 年 4月 6 日 参議院予算委員会 瓦力防衛庁長官答弁】 

「政府が従来から申し上げているとおり、憲法第九条第二項で我が国が保持することが禁じ

られている戦力とは、自衛のための必要最小限度の実力を超えるものを指すと解されるとこ

ろであり、（略）個々の兵器のうちでも、性能上専ら相手国の国土の潰滅的破壊のためにの

み用いられるいわゆる攻撃的兵器を保有することは、これにより直ちに自衛のための必要最

小限度の範囲を超えることとなるから、いかなる場合にも許されず、したがって、例えばＩ Ｃ

Ｂ Ｍ、長距離核戦略爆撃機……長距離戦略爆撃機、あるいは攻撃型空母を自衛隊が保有す

ることは許されず、このことは累次申し上げてきているとおりであります」      

 

 

【2022 年 11 月 10 日 参議院外交防衛委員会 浜田靖一防衛大臣答弁】 

「・・・当然、憲法の範囲内で定められたものをしっかりと守っていくということが、これは

絶対条件でありますので、我々とすれば、過去の答弁と我々の今これからトライしようとして

いることとは、当然そこに差異があるのはこれは仕方のない話でありますんで、我々がそれ

を破ってまでというところまで判断するかどうかは、今検討している最中・・・」 

 

出典：各委員会議事録より山添拓事務所作成 
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